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国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の公布について（通知） 

 

 

 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）

が、本日公布され、原則として、平成２４年３月１日（国家公務員の給与の臨

時特例に係る部分については、同年４月１日）から施行されることとなりまし

た。 

 この法律は、人事院の国会及び内閣に対する平成２３年９月３０日付けの職

員の給与の改定に関する勧告に鑑み、一般職の職員、内閣総理大臣等の特別職

の職員及び防衛省の職員の給与の改定を行うとともに、我が国の厳しい財政状

況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出の削減が不可欠であ

ることから、国家公務員の人件費を削減するため、国家公務員に対する給与の

支給に当たって、平成２６年３月３１日までの間減額して支給する措置を講ず

ること等をその内容とするものです。また、同法附則第１２条において、「地方

公務員の給与については、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）及びこ

の法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるも

のとする」と規定されています。 

地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、

地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるよう期待いたします。 

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いいた

します。 

なお、本通知は地方公務員法第５９条（技術的助言）及び地方自治法第２４

５条の４（技術的な助言）に基づくものです。 


